
平成２０年度　美郷町の財務書類

　総務省は、「地方公共団体における行政改革の更なる推進ための指針の策定について」の中で、地方公共団

体が公会計の整備について積極的に取り組むことを求めています。

　現金主義・単式簿記を特徴とする現在の地方公共団体の会計制度に対して公会計制度とは、発生主義・複式

簿記などの企業会計手法を導入した会計のことです。この会計制度での財務書類の開示については、公会計制

度の取り組みが進んでいる団体、都道府県、人口３万人以上の都市に対しては平成２１年度中に、取り組みが

進んでいない団体、町村、人口３万人未満の都市に対しては平成２３年度中までに取り組むこととされていま

す。

　そして、「新地方公会計制度研究会報告書」では財務書類の作成モデルとして、企業会計手法を全面的に採

用した「基準モデル」と、これまでに作成されている決算統計情報を活用した「総務省方式改訂モデル」の２

種類が示されました。

　美郷町においては、平成２１年３月３１日を基準日として「総務省方式改訂モデル」で「貸借対照表」「行

政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」を作成しました。

　町の一般会計をもとに財務書類を作成しました。

●貸借対照表

財務書類の作成にあたって

普通会計の財務書類
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色分けされている は、それぞれ数字が一致しています。

53,276,621

6,393

１　地方債

負　債　の　部（将来の世代が負担する金額）

2,250,439

　年度末における資産、負債等の状況を表した財務書類で、これまでの形成された建物や土地などの資産と、

その資産を形成するために要した負債や財源との関係を表したものです。

　なお、有形固定資産は、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費累計額を取得原価とし、用地取得費

以外は減価償却後の資産を計上しています。

２　売却可能資産

57,558,604資　産　合　計 57,558,604

1,569,000

４　回収不能見込額

４　長期延滞債権

負債・純資産合計

資　産　の　部（これまで形成してきた資産）

純　資　産　合　計２　歳計現金 131,302

２　退職手当引当金

負　債　合　計

流
動
負
債

▲ 21,778

３　未収金 35,701

１　投資及び出資金

公
共
資
産

投
資
等

１　財政調整基金、減債基金
流
動
資
産

１　有形固定資産

５　回収不能見込額

▲ 10,359

113,787

2,048,143

２　賞与引当金

固
定
負
債

243,980

１　翌年度償還予定地方債

純資産の部（これまでの世代が負担した金額）73,103

39,515,071

３　基金等

（単位：千円）

1,544,436

18,043,533

２　貸付金

14,134,871

206,498

退職手当引当金
は、仮に年度末に
職員全員が普通
退職した場合に
必要になる退職
手当の金額です。

賞与引当金は、
翌年度の6月に支
払われる期末・勤
勉手当のうち、12
月から3月までの
負担相当額です。

有形固定資産は、
道路や橋、住宅、
学校・文化施設な
どです。

長期延滞債権は、
町税や使用料・
手数料、貸付金
等の収入未済額

のうち、調定年度
が前年度以前の
ものです。

回収不能見込額
は町税や使用料・
手数料、貸付金
等の収入未済額
のうち回収不能
が見込まれる金
額を過去の不納
欠損実績率によ
り算定し計上して
います。
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●行政コスト計算書 ●資金収支計算書

●純資産変動計算書

3,826,946

期　首　資　金　残　高 479,441

2,973,965

　１年間の資金の流れを「経常的収支の部」「公共資
産整備収支の部」｢投資・財務的収支の部」の３つに分
けて表したものです。

▲ 629,031
２　公共資産整備収支
　　公共資産取得等の支出
　　国庫補助金、地方債発行等の収入

▲ 2,693,073

　１年間に人的サービスや給付サービスなどの資産形
成につながらない行政サービスにかかった費用と、そ
の財源である使用料・手数料や負担金など明らかにし
たものです。

　　人件費、退職手当・賞与引当金繰入

（単位：千円） （単位：千円）

３　投資・財務的収支
　　貸付金、基金積立金、地方債償還等の支出
　　貸付金の返還額、地方債発行等の収入

１　経常的収支
　　人件費、物件費、社会保障等の支出
　　税、地方交付税、国県補助金等の収入

3,687,787
２　物にかかるコスト

　　物件費、維持補修費、減価償却費

経　常　費　用

３　移転支出的なコスト

2,186,244

　貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動した

かを表しています。

期　末　資　金　残　高

（単位：千円）

131,302

　　社会保障給付、補助金、他会計への支出等

316,441

229,134

87,307

9,984,615

１　人にかかるコスト

経　常　収　益

１　使用料・手数料

２　分担金・負担金・寄附金

４　その他のコスト

　　支払利息等

純経常行政コスト（経常費用－経常収益）

283,638

9,668,174

期首とは
平成20年4月1日
現在のことです。

期末とは
平成21年3月31日
現在のことです。
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資産は？ ☞

負債は？ ☞

純資産は？ ☞

経常費用は？ ☞

経常収益は？ ☞

☞

平成21年3月31日現在人口　22,720人

●社会資本形成の世代間負担比率 ●受益者負担比率

純資産合計÷公共資産合計×100 経常収益÷経常行政コスト×100

資産合計÷歳入合計×100

▲ 9,668,174

39,753,879期　首　純　資　産　残　高

39,515,071

５　資産評価替による変動額
　　資産評価替の差額や売却可能資産の追加

６　無償受贈資産受入
　　寄付等により受贈した有形固定資産
　計上額

期　末　純　資　産　残　高

10,646

6,300

３　補助金等受入
　　国、県補助金

7,904,315

▲ 24,927

2,533千円

794千円

1,739千円

１　純経常行政コスト

２　一般財源
　　税、地方交付税、諸収入等の収入

1,533,032

４　臨時損益
　　災害復旧等、経常的でない事由の損益

純経常行政コストは？

　住民ひとりあたりではどうでしょう

74.2%

439千円

14千円

426千円

減価償却累計額合計÷償却資産取得価額等合計×100

　償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合によ
り、償却資産が平均してどの程度老朽化しているかを表し
ています。50％以上は老朽化がかなり進んでいるといえま
す。（平均値35％～50％）

　資産の合計が歳入合計の何年分に相当するかを示し
たもので、社会資本整備の割合を表しています。比率
が高いほど社会資本の整備が進んでいるといえます。
（平均値3年～7年）

　行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担
の金額であるため、経常収益の経常行政コストに対す
る割合を算定することにより受益者負担割合を表して
います。（平均値2％～8％）

3.2%

4.85年●資産老朽化比率 45.8% ●歳入額対資産比率

　社会資本整備のうち、これまでの世代によって負担した
割合を表しています。この比率が高いほど、将来への負担
が低いことになります。（平均値50％～90％）

主な分析指標
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簡易水道事業特別会計 国民健康保険特別会計

下水道事業特別会計 老人保健特別会計

農業集落排水事業特別会計 後期高齢者医療特別会計

24,461,583

４　長期延滞債権 154,940 純資産の部（これまでの世代が負担した金額）

３　基金等 2,238,452 負　債　合　計

1,853,715

２　貸付金 243,980 ２　賞与引当金

流
動
負
債

66,118,302 固
定
負
債

１　地方債 20,171,026

２　売却可能資産 6,393 ２　退職手当引当金 2,318,164

１　翌年度償還予定地方債

１　有形固定資産

118,678

普通会計
一般会計

町　全　体

（単位：千円）

　町では一般会計のほかに特別会計があります。これらの会計を連結して町全体の財務書類を作成し

ました。会計間で資金の行き来があった場合は、その支出及び収入をそれぞれ削除しています。

投
資
等

１　投資及び出資金 206,498

●貸借対照表

資　産　の　部（これまで形成してきた資産） 負　債　の　部（将来の世代が負担する金額）

公
共
資
産

町全体の財務書類
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●行政コスト計算書 ●資金収支計算書

●純資産変動計算書

▲ 24,927

５　資産評価替による変動額
　　資産評価替の差額や売却可能資産の追加

10,646

６　無償受贈資産受入
　　寄付等により受贈した有形固定資産計上額

6,300

期　末　純　資　産　残　高 46,409,983

７　その他 11,475

４　その他のコスト

4,265,260

期　首　純　資　産　残　高 46,801,937

１　純経常行政コスト ▲ 10,844,617

　　社会保障給付、補助金、他会計への支出等

２　物にかかるコスト

　　　物件費、維持補修費、減価償却費

7,904,315

３　補助金等受入
　　国、県補助金

2,544,854

523,534
　　支払利息等

２　公共資産整備収支
　　公共資産取得等の支出
　　国庫補助金、地方債発行等の収入

▲ 620,988

３　投資・財務的収支
　　貸付金、基金積立金、地方債償還等の支出
　　貸付金の返還額、地方債発行等の収入

▲ 1,960,224
３　移転支出的なコスト

純経常行政コスト（経常費用－経常収益） 10,844,617

２　分担金・負担金・寄附金

３　保険料

４　事業収益

２　一般財源
　　税、地方交付税、諸収入等の収入

４　臨時損益
　　災害復旧等、経常的でない事由の損益

５　その他特定行政サービス収入

991,907

631,439

1,903,947

１　経常的収支
　　人件費、物件費、社会保障等の支出
　　税、地方交付税、国県補助金等の収入

2,559,787

期　末　資　金　残　高 1,882,522

（単位：千円）

１　人にかかるコスト
2,263,761

　　　人件費、退職手当・賞与引当金繰入

257,644

11,352

１　使用料・手数料 229,376

経　常　収　益 2,121,718

5,913,780

1,882,522

２　未収金

▲ 19,407

純　資　産　合　計

（単位：千円）

経　常　費　用 12,966,335 期　首　資　金　残　高

74,225

資　産　合　計

（単位：千円）

70,871,566 負債・純資産合計 70,871,566

１　現金預金

▲ 37,669５　回収不能見込額

46,409,983
流
動
資
産
３　その他

４　回収不能見込額

3,330
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　簡易水道事業特別会計

　下水道事業特別会計

　農業集落排水事業特別会計

　国民健康保険特別会計

　老人保健特別会計

　後期高齢者医療特別会計

　一般会計や特別会計に加え、町と連携し行政サービスを実施している関係団体や法人を含んで一つの

行政サービス実施体とみなして作成したのが連結財務書類です。連結間で資金の行き来があった場合

は、その支出及び収入をそれぞれ削除しています。

連　結

571

３　賞与引当金 189,149

４　その他 18,342

財団法人美郷町スポーツ振興事業団

株式会社美郷の大地

２　無形固定資産 1,987 ２　長期未払金

大仙美郷環境事業組合

大仙美郷介護福祉組合

秋田県町村土地開発公社

秋田県後期高齢者医療広域連合

秋田県市町村総合事務組合

秋田県市町村会館管理組合

株式会社雁の里せんなん

投
資
等

１　投資及び出資金 47,855

３　基金等 2,589,609

243,980 ２　未払金

（単位：千円）

普通会計
一般会計

町　全　体
千畑ヘルス観光株式会社大曲仙北広域市町村圏組合

有限会社あったか山

六郷開発株式会社

六郷まちづくり株式会社

●貸借対照表

資　産　の　部（これまで形成してきた資産） 負　債　の　部（将来の世代が負担する金額）

公
共
資
産

１　有形固定資産 70,464,505 固
定
負
債

１　地方債 22,315,488

４　長期延滞債権

３　売却可能資産 6,393 ３　引当金 3,492,810

流
動
負
債

１　翌年度償還予定地方債 2,172,035

２　貸付金 20,353

159,585

連結財務書類
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●行政コスト計算書 ●資金収支計算書

●純資産変動計算書

48,168,547純　資　産　合　計

負　債　合　計

繰　延　勘　定

純資産の部（これまでの世代が負担した金額）

資　産　合　計 76,377,295 負債・純資産合計 76,377,295

１　現金預金 2,344,586

２　未収金

37,868

▲ 21,939

28,208,748

１　人にかかるコスト
3,072,909

　　　人件費、退職手当・賞与引当金繰入

２　物にかかるコスト
5,251,534

（単位：千円）

期　首　資　金　残　高 2,222,984

１　経常的収支
　　人件費、物件費、社会保障等の支出
　　税、地方交付税、国県補助金等の収入

５　回収不能見込額 ▲ 39,326

761

流
動
資
産

　　支払利息等

３　販売用不動産

４　その他

５　回収不能見込額

446,046

95,385

　　社会保障給付、補助金、他会計への支出等

（単位：千円）

経　常　費　用 17,809,703

４　その他のコスト

3,320,992

期　末　資　金　残　高 2,344,586

　　　物件費、維持補修費、減価償却費

828,759

2,642,467

▲ 657,978

▲ 2,541,412

（単位：千円）

48,419,115１　使用料・手数料 553,810

２　公共資産整備収支
　　公共資産取得等の支出
　　国庫補助金、地方債発行等の収入

３　投資・財務的収支
　　貸付金、基金積立金、地方債償還等の支出
　　貸付金の返還額、地方債発行等の収入

期　首　純　資　産　残　高

１　純経常行政コスト

経　常　収　益 5,089,720

３　移転支出的なコスト
8,656,501

純経常行政コスト（経常費用－経常収益） 12,719,983

２　分担金・負担金・寄附金

３　保険料

４　事業収益

５　その他特定行政サービス収入

962,674

917,204

13,565

▲ 12,719,983

２　一般財源
　　税、地方交付税、諸収入等の収入

7,930,444

３　補助金等受入
　　国、県補助金

4,528,517

４　臨時損益
　　災害復旧等、経常的でない事由の損益

▲ 17,972

５　資産評価替による変動額
　　資産評価替の差額や売却可能資産の追加

10,646

６　無償受贈資産受入
　　寄付等により受贈した有形固定資産計上額

6,300

期　末　純　資　産　残　高 48,168,547

７　その他 11,480
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